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１. はじめに 

2018 年 2 月に投資環境改善に関する首相令が発行され、それに基づいて「企

業登録に関する商工省大臣 ガイドライン（No.0537/MOIC）(以下、「大臣ガイ

ドライン」」が 5 月 8 日に官報に掲載、同年 7 月から施行される予定でした。し

かしながら、ネガティブリストの発行、計画投資省（ワンストップサービス）を

はじめ関連する省庁の体制づくりが間に合っておらず、その施行は延期が続いて

いました。 

ようやく、大臣ガイドラインの更新版として、「企業登録に関する合意

（No.0023/MOIC.ERA）(以下、合意)」が 2019 年 1 月 14 日に官報に掲載、2

月 1 日から施行される運びとなりました。 

大臣ガイドラインから変更されている手続き方法もありますので、以下、最新の企業登録申請方法

をご紹介致します。 

２. 2 月 1 日より企業登録手続きが変更 

事業分野 非ネガティブリストの事業 ネガティブリスト事業1     

コンセッション事業 

関連法 会社法 投資奨励法 

企業登録申請先2 商工省、商工局、商工事務所 
 

計画投資省管轄ワンストップサービス 

企業登録申請書類 ①企業登録申請書 

②事業内容表明書 

③会社設立契約書 

（但し、一人会社の場合は不要） 

・法人が企業登録をする場合、親会

社発行の委任状が必要 

・事業内容により申請書類が異なるた

め、関連省庁に要確認。 

・コンセッション事業に関しては、投

資奨励法第 44 条を参照 

所要日数 申請後 1 時間以内に申請者に対して

書類が完全に揃っているかどうかを

通知。完全に揃ってから、10 営業日

以内に ERC を発行 

申請後、25 営業日以内に投資許可証

及び企業登録書を発行 
 

許可事業内容記載 企業登録書(以下、ERC)の裏に記載 事業許可証又は投資許可証に記載 

                                                           
1
 ネガティブリスト事業とは、国家の安定性、社会秩序、国の伝統慣習、社会及び自然環境へ影響 を与えるビジ

ネス業種の中で経済と社会の開発バランスを保証するために投資ワンストップサー ビス及び/もしくは投資奨励

管理委員会からの投資認可取得前に関連当局による審査が必要 である事業を意味する。 

2 ビエンチャンで住所登録をする、外国法人の支店及び登録資本金が 5 億キープ以上の個人事業者は、商工省で

企業登録をすることが規定されている。有限会社に関しては、事業分野、登録資本金の額によって、別途規定さ

れる。 



 
 
ERC の裏に記載がない場合 

→ 90 日以内に事業許可証又は投資

許可証取得申請が必要3 
 

（ERC の裏には記載されない） 

事業活動の開始 ・ERC 取得後 90 日以内に事業を開

始すること 
 
・事業許可証又は投資許可証取得

後、90 日以内に事業を開始すること 
 

投資許可証及び ERC 取得後 

 

３.企業登録時の審査項目 

これまで投資家は、当局の恣意的な運用により、必要以上に多くの書類の提出を求められる場合が

多く、会社設立の負担となっていました。同合意の施行により、企業登録においては、関連当局は、

会社名、登録資本金、株主情報、事務所住所、電話番号（一時的な連絡先でも可）、事業活動内容の

みを審査することが明記されたため、従来より審査項目が削減されたことにより、企業登録にかかる

時間が短縮されることが期待されます。 

４．禁止事項 

・同合意第 11 条で規定された企業登録申請書類以外の書類を要求することを禁止する     

・企業登録にかかる時間を必要以上に伸ばすことを禁止する                                 

今後の手続きについては、まだ見通しが不明な点もあり、今後の動向を見守る必要がありますので、

適宜アップデートして参ります。 

以 上 

 

 

「One Asia Lawyers」は、日本および ASEAN 各国の法に関するアドバイスを、シームレスに、一

つのワン・ファームとして、ワン・ストップで提供するために設立された日本で最初の ASEAN 法務

特化型の法律事務所です。 

当事務所メンバーは、日本および ASEAN 各国の法律実務に精通した専門家で構成されています。

日本および ASEAN 各国にオフィス・メンバーファームを構えることにより、日本を含めた各オフィ

スから ASEAN 各国の法律を一括して提供できる体制を整えることに注力しております。 

本記事に関するご照会は以下までお願い致します。 

yuto.yabumoto@oneasia.legal 

 

                                                           
3
「事業許可証を発行する必要がある商工業関する事業の承認に関する合意（No.0044）（2019 年 1 月 18 日）」

が発行され、事業許可証が必要な事業を①加工業、手工業 ②国内商業 ③輸出入業の 3 つのカテゴリー別にリ

スト化されている。なお、商工省管轄以外の事業に関しては、関連省庁に適時確認する必要がある。 
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